
歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 下諏訪町

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

人件費
　・人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均（24.6％）を上回っているものの、ほぼ同率で推移しており、１８年度からは年々減少してい
　　て、『行財政経営プラン』に基づいた人件費の削減が図られている。また、人口１人当たりの決算額（65,814円）については、類似団体平
　　均を4.0％下回っている。引き続き、定員適正化計画等を基に、計画的な定員管理に努め、更なる人件費抑制を図っていく。

扶助費
　・経常収支比率の扶助費分は、近年上昇傾向にあったが、前年度（4.6％）よりも0.1ポイント下回った。類似団体や全国、県内市町村の平均
　　はもとより、人口１人当たりの決算額（26,262円）でも、類似団体平均を大幅に下回っているが、今後、高齢化率の上昇などにより扶助費
　　の増加も予想されるので、単独事業の見直しを図り、抑制に努めていく。

公債費
　・岡谷、諏訪の両市と隣接する地理的特性により、市並みの行政水準を目指してきたこともあり、起債を充当して施設整備などの投資的事業
　　を実施してきた結果、公債費に多額の財源を要することとなっている。町単独の事業の占める割合が高かったため、公債費に係る経常収支
　　比率は、類似団体平均を大幅に上回っている。しかしながら、１７年度からは年々減少しており、ここ数年は厳しい財政運営となることが
　　予想されるものの、有利な起債の活用、起債残高の圧縮により、歳出における公債費の抑制に努めていく。

補助費等
　・補助費等に係る経常収支比率は、類似団体や全国、県内市町村の平均を大幅に下回っている。補助金・負担金の見直しにより、引き続き、
　　適正な補助金・負担金の交付に努めていく。

その他
　・下水道事業特別会計への繰出基準の見直しにより、１９年度から経常収支比率が大幅に増加し、今年度も15.9％と類似団体や全国、県内市
　　町村の平均を大幅に上回っているが、下水道使用料の見直しなども含め、引き続き経常経費の抑制に努めていく。

普通建設事業費
　・ここ数年、大型投資事業を極力抑え、起債残高の縮減を優先的に取り組んできたことにより、普通建設事業費の人口１人当たり決算額は、
　　類似団体平均を下回っているが、２０年度は、保育園の全面改築を行ったため、前年度から大幅に増加した。今後も公共施設の耐震化、保
　　育園の統廃合等の大型投資事業が予定されているため増加が見込まれるが、こうした状況を踏まえて、投資的事業は、中長期的な視野に立
　　ち、財政の硬直化を招かないよう財源の裏付けをもった計画的執行に努めていく。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,446,322 65,814 68,588 ▲ 4.0
賃金（物件費） 131,325 5,976 4,898 22.0
一部事務組合負担金（補助費等） 219,511 9,989 9,951 0.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 745 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 24,181 1,100 2,955 ▲ 62.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 58,505 2,662 1,268 109.9
▲退職金 ▲ 119,233 ▲ 5,426 ▲ 6,543 ▲ 17.1
合計 1,760,611 80,115 81,863 ▲ 2.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 8.01 7.98 0.03
ラスパイレス指数 92.5 94.4 ▲ 1.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

879,134 40,004 34,062 17.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 7 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 288,422 13,124 13,236 ▲ 0.8
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

33,146 1,508 4,588 ▲ 67.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

7,000 319 1,453 ▲ 78.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

6 0 3 ▲ 100.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 755,760 ▲ 34,390 ▲ 30,938 11.2

合計 451,948 20,566 22,411 ▲ 8.2
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。
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歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 下諏訪町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

377,924 16,490 ▲ 6.2 55,086 1.8 ▲ 8.0

うち単独分 344,986 15,052 ▲ 6.1 42,868 11.5 ▲ 17.6

469,763 20,736 25.7 53,398 ▲ 3.1 28.8

うち単独分 452,971 19,995 32.8 34,793 ▲ 18.8 51.6

294,623 13,149 ▲ 36.6 52,962 ▲ 0.8 ▲ 35.8

うち単独分 292,623 13,059 ▲ 34.7 35,565 2.2 ▲ 36.9

301,627 13,567 3.2 59,010 11.4 ▲ 8.2

うち単独分 297,627 13,387 2.5 37,144 4.4 ▲ 1.9

956,283 43,515 220.7 52,308 ▲ 11.4 232.1

うち単独分 908,747 41,352 208.9 33,776 ▲ 9.1 218.0

過去５年間平均 480,044 21,491 41.4 54,553 ▲ 0.4 41.8

うち単独分 459,391 20,569 40.7 36,829 ▲ 2.0 42.7
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当該団体値 類似団体平均値
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